様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 2022年　4月　20日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）かぶしきがいしゃかごしまぎんこう 
一般事業主の氏名又は名称 株式会社鹿児島銀行 
（ふりがな）まつやま　すみひろ
（法人の場合）代表者の氏名 松山　澄寛        印   
住所　〒892-0828
鹿児島県鹿児島市金生町６番６号
法人番号　7340001000826
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	
①ホームページ　頭取あいさつ
②「第８次中期経営計画」
③ホームページ　ＤＸへの取り組み（頭取メッセージ）
④「鹿児島銀行デジタル戦略」

	公表日
	
①2022年4月13日
②2021年3月24日
③2022年4月13日
④2022年4月13日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	
①鹿児島銀行ホームページ　頭取あいさつ
https://www.kagin.co.jp/investor/message.html
②「第８次中期経営計画」Ｐ３～４
https://www.kagin.co.jp/library/300_ir/pdf/keiei_plan/08_cyuki_keieiplan.pdf
③鹿児島銀行ホームページ　ＤＸへの取り組み
https://www.kagin.co.jp/investor/DX.html
④「鹿児島銀行デジタル戦略」Ｐ３～７
https://www.kagin.co.jp/library/investor/DX_kagin_20220413.pdf

	記載内容抜粋
	◎デジタル技術の社会や自社の競争環境への影響認識
・当行は地域に根差す銀行として、「地域貢献」、「顧客志向」、「企業活力」、「健全経営」という企業理念のもと、持続可能な地域社会づくりへ貢献し、地域・お客さまとともに成長できるよう努めている。
（記載箇所：鹿児島銀行ホームページ　頭取あいさつ）
・近年、社会的・経済的な不確実性の高まりに加え、デジタル技術革新の流れは急速に進展している。この流れは、従来“リアル”の補完であった“デジタル”の役割を変化させ、より強固に地域社会に組み込まれていくとともに、金融サービスのあり方も変化していくと考えている。
（掲載箇所：鹿児島銀行ホームページ　ＤＸへの取り組み）
（掲載箇所：「鹿児島銀行デジタル戦略」Ｐ３～６）
◎経営ビジョン
・九州フィナンシャルグループは「お客さま、地域、社員とともに、より良い未来を創造する『地域価値共創グループ』への進化」をビジョンとして掲げており、そのなかで当行は「ＫＦＧグループの一員として、コロナ禍など厳しい環境のなかにあっても、地域・お客さま・従業員の課題にしっかりと向き合い、共に乗り越えていくことで、その先にあるそれぞれの幸せを共にデザインしていく」という独自の基本姿勢をもとに、金融の枠をこえて、地域・お客さまの課題解決に取り組み、ともに成長していくことを目指している。
（記載箇所：鹿児島銀行ホームページ　頭取あいさつ）
（記載開所：「第８次中期経営計画」Ｐ３～４）
・当行はデジタル戦略のビジョンとして「地域社会のデジタル化をリードする企業グループ」を掲げている。そのためには、自らデジタル技術を積極的に活用しながら、デジタルで人を活かし、変化に対応できる組織へ変革し続ける必要がある。
（掲載箇所：鹿児島銀行ホームページ　ＤＸへの取り組み）
（掲載箇所：「鹿児島銀行デジタル戦略」Ｐ７）
◎経営ビジョン実現に向けたビジネスモデルの方向性
・経営ビジョン実現に向けて「デジタル戦略グランドデザイン（10年戦略）」を策定した。具体的にはＣＸ（カスタマーエクスペリエンス）の追及、地域社会のデジタル化、生産性・コスト構造変革、デジタルガバナンス・人材の高度化といった4つの戦略に体系化し、それぞれに10年後の目指す姿を示している。また、各戦略の10年間における重点取組時期を示している。
（掲載箇所：鹿児島銀行ホームページ　ＤＸへの取り組み）
（掲載箇所：「鹿児島銀行デジタル戦略」Ｐ７）

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	代表取締役頭取を委員長とするデジタル・イノベーション委員会で協議の上、経営執行会議および取締役会で機関承認している。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	
①ホームページ　ＤＸへの取り組み（頭取メッセージ）
②「鹿児島銀行デジタル戦略」

	公表日
	
2022年4月13日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	
①鹿児島銀行ホームページ　ＤＸへの取り組み
https://www.kagin.co.jp/investor/DX.html
②「鹿児島銀行デジタル戦略」Ｐ８～10
https://www.kagin.co.jp/library/investor/DX_kagin_20220413.pdf

	記載内容抜粋
	
・デジタル戦略グランドデザイン（10年戦略）に基づき、第8次中期経営計画（2021～2023年度）では、“デジタル”を経営戦略の一つと位置付け、ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）を推進する仕組みを構築した。お客さまへの「新たな体験・サービスの提供」、行内業務の「プロセス改革による生産性向上」を戦略の軸としたビジネスモデル転換にチャレンジする。特に、新常態（コロナ対応）におけるお客さま向けチャネル拡充や、生産性・コスト構造改革にまず重点的に取り組んでいる。
（掲載箇所：鹿児島銀行ホームページ　ＤＸへの取り組み）
（掲載箇所：「鹿児島銀行デジタル戦略」Ｐ８）
・非対面チャネルの強化および対面チャネルの差別化により、各チャネルをお客さまに“選ばれる”チャネルへと高度化することを目指す。また、各チャネル連携とデータを活用しパーソナライズされたコンサルティングにより、高い満足度につながる“かぎん体験”を提供する。
・当行独自のキャッシュレスアプリ「Payどん」の加盟店拡大、利用拡大および機能拡充等を通じて、地域のキャッシュレス化を推進する。また、自治体や取引先との連携により地域デジタルプラットフォームを構築し、データの利活用も進めながら、地域におけるDXを金融・非金融両面で推進していく。
（掲載箇所：「鹿児島銀行デジタル戦略」Ｐ９～10）

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	代表取締役頭取を委員長とするデジタル・イノベーション委員会で協議の上、経営執行会議および取締役会で機関承認している。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	
①鹿児島銀行ホームページ　ＤＸへの取り組み
https://www.kagin.co.jp/investor/DX.html
②「鹿児島銀行デジタル戦略」Ｐ13～14
https://www.kagin.co.jp/library/investor/DX_kagin_20220413.pdf

	記載内容抜粋
	
・代表取締役頭取を委員長とする「デジタル・イノベーション委員会」にて、DX視点に基づく各種戦略の検討や進捗管理等を行い、取締役会または経営執行会議等にて決議する体制を構築している。
・また、4つの専門部会ではデジタル戦略の実現に必要となる案件の共有・協議・進捗管理・効果検証を横断的かつ機動的に行う。
（掲載箇所：「鹿児島銀行デジタル戦略」Ｐ13）
・加えて、デジタル人材育成についてはデジタル関連資格取得者を2023年度までに250人とし、資格・研修や外部人材登用に取り組むとともに、引き続き外部組織との連携等も積極的に行う。
（掲載箇所：「鹿児島銀行デジタル戦略」Ｐ13～14）



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	
「鹿児島銀行デジタル戦略」Ｐ12
https://www.kagin.co.jp/library/investor/DX_kagin_20220413.pdf

	記載内容抜粋
	
・攻めのITを重視するために「ITガバナンスの高度化」を施策に組み入れ、既存システムの廃止やスリム化、クラウド活用等により、システム全体の最適化を図り、投資と経費をコントロールする。その上で、デジタル戦略の実現に向け、ＩＴ部門の態勢強化および人材育成にも注力し、「自行主体」「アジリティ」を発揮できる最新デジタル技術の活用へとリソースシフトを図る。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	
①「第８次中期経営計画」
②「鹿児島銀行デジタル戦略」

	公表日
	
①2021年3月24日
②2022年4月13日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	
①「第８次中期経営計画」Ｐ22
https://www.kagin.co.jp/library/300_ir/pdf/keiei_plan/08_cyuki_keieiplan.pdf
②「鹿児島銀行デジタル戦略」Ｐ14
https://www.kagin.co.jp/library/investor/DX_kagin_20220413.pdf

	記載内容抜粋
	
・戦略の達成度を測る指標として、第８次中期経営計画に基づいた当行財務指標に加え、DX指標を設定している。具体的には総合的な管理指標としての「DX推進指標」、戦略の柱「新たな体験・サービスの提供」「プロセス改革による生産性向上」、デジタル人材育成の観点からもKPIを設定している。
・なお、こうした指標は年度ごとに策定する短期経営計画策定時において、定期的に進捗を評価し、次年度計画に反映する仕組みを構築している。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	
2022年4月13日

	発信方法
	
鹿児島銀行ホームページ　ＤＸへの取り組み
https://www.kagin.co.jp/investor/DX.html

	発信内容
	
下記、頭取メッセージを掲載している。
・近年、社会的・経済的な不確実性の高まりに加え、デジタル技術革新の流れは急速に進展しています。この流れは、従来“リアル”の補完であった“デジタル”の役割を変化させ、より強固に地域社会に組み込まれていくとともに、金融サービスのあり方も変化していくと考えています。
・鹿児島銀行は自らデジタル技術を積極的に活用し、こうした変化に対応できる「地域社会のデジタル化をリードする企業グループ」へと変革し続けていきます。その変革に向けて「デジタル戦略グランドデザイン（10年戦略）」を策定いたしました。具体的にはＣＸ（カスタマーエクスペリエンス）の追及、生産性・コスト構造変革、人材の高度化など4つの戦略に体系化しております。
・さらに、このグランドデザインに基づき、第8次中期経営計画（2021～2023年度）では、“デジタル”を経営戦略の一つと位置付け、ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）を推進する仕組みを構築しました。お客さまへの「新たな体験・サービスの提供」、行内業務の「プロセス改革による生産性向上」を戦略の軸としたビジネスモデル転換にチャレンジいたします。
・また、推進体制として、デジタル・イノベーション委員会および4つの専門部会を中心に、全行一体となってDXを推進する体制を構築いたしました。デジタル人材の育成・確保、外部組織との連携等も積極的に行っていきます。
・デジタル技術の活用は地域のお客さまにとりましても、重要かつ喫緊の課題であると考えます。一方で、デジタル技術を活用したＤＸ推進は一つの組織のみで完結するものではありません。鹿児島銀行は本計画を遂行することで、組織の枠や金融の枠を超え、地域・お客さまの課題解決に取り組み、ともに地域全体のＤＸに貢献してまいります。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	
2021年12月　～　継続実施中

	実施内容
	
[bookmark: _GoBack]・「DX推進指標」による自己診断を行い、デジタル技術に係る動向や自行のITシステムの現状を踏まえた課題の把握を行っている。また、自己診断は年度ごとに策定する短期経営計画策定時に行い、その課題を次年度計画に反映する仕組みを構築している。
※IPAの自己診断結果入力サイトにて登録済。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	
2017年8月　～　継続実施中

	実施内容
	
・サイバーセキュリティ経営ガイドライン等を踏まえ、行内のサイバーセキュリティリスク管理態勢を構築している。具体的には、CISO（最高情報セキュリティ責任者）のもと関連部により組織されたCSIRT（コンピューター・セキュリティ・インシデント・レスポンス・チーム）を設置するとともに、サイバーセキュリティリスク管理方針・管理規程等を定めている。また、内部監査や外部監査を定期的に実施している。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

